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▌2006年「環境貢献製品」からスタートした独⾃の評価・認定制度
▌⾃然環境に加え社会環境の課題解決まで対象製品を拡大
▌様々なバックグラウンドをもつ社外アドバイザーにより透明性を担保
▌ビジネスモデルにおける正のアウトプットとしている

「サステナビリティ貢献製品」と、その財務・非財務成果指標
サステナビリティ貢献製品とは 財務・非財務成果指標
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売上高推移

企業活動のGHG排出量と、サステナビリティ貢献製品によるGHG排出削減
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ステークホルダー包括利益
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▌ステークホルダー全体に与えるインパクトを貨幣価値にして可視化
▌当期利益＋非財務価値の正のインパクト－非財務価値の負のインパクト

インパクトアセスメントによる経済価値換算 ステークホルダー包括利益

▌サステナビリティ貢献製品を、比較対象製品
（同じ機能単位の主流な製品）と比較

▌ライフサイクル（原料、輸送、製造、使⽤時、廃棄段階）での
環境負荷の軽減分（＋）、環境負荷（－）を把握

▌LIME２（および計算システムMiLCA）を活⽤し経済価値換算

LIMEの概念図と評価対象範囲

※雇⽤のインパクトを
人的資本２（狭義）とした場合

当期利益に対するステークホルダー包括利益の比率

●︓人的資本1（広義）
全従業員が社会課題解決の
付加価値を生むと仮定した場合

◆︓人的資本2（狭義）
課題解決貢献⼒の高い人材＊が
社会課題解決の付加価値を
生むと仮定した場合
＊セルフチェック5段階の上位2層

ステークホルダー包括利益の内訳
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スライドに記載されている計画、⾒通しなど歴史的事実でないものは、現在入手可能な情報から得られた当社の判断に
基づいて作成されております。様々な要素の変化により、大きく異なる結果になりうるものであることを、ご承知おき下さい。


